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２■施策の担当課による評価結果
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施策評価票番号 42

１－１施策の名称 義務教育 基本施策コード ４ ３ １　
平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

１－２担当 教育部 学校教育課 評価票作成者 課長　青木隆夫

担当課評価 Ａ

１－３総合計画に
おける施策の体系

　教育文化「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」

　学校教育
総合評価 Ａ

１－４施策の目的
　安全な教育環境及び平等で適切な教育環境を整備するとともに食育を推進し、児童生徒が心身とも
に健康な生活を送ることを目指す。

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
指標の定義

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

目標値（単位） 実績値（単位） 達成率(％) 目標値（単位） 実績値（単位） 達成率(％)

　小中学校における教育内容に対する満足度 ７５．０（％） ６７．６（％） ９０．１ ８０．０（％）

基本成果指標名
前期（平成１８年度～平成２２年度）

　市民全般からみた義務教育の内容に満足して
いることを表す指標

　学校・地域・家庭のコミュニケーションに対する満足度 ７５．０（％） ６８．１（％） ９０．８ ８０．０（％） 　市民全般からみた学校・地域・家庭の連携が
図られていることを表す指標

評価の内容 今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　教育基本法及び教育三法の改正に伴い、教育への考え
方、対応の形が変化する中で、時代の児童生徒に適する対

　児童生徒の身体を守る施策が何よりも最優先であると考える。教
育・文化は次のステップである。

　諸計画のメニューに沿い、計画通りの取り組みであった。

　コスト意識を考えつつ、義務教育児童生徒を育てる環境
の変化をいかに掴み費用対効果を上げて行くのか。

　事業の構成やその優先順位の考え方は、児童生徒の安全安心を教育
環境の最優先と考え、校舎等の耐震化工事を始め、安全を重視した事
業の展開を進める。

　児童生徒に対する事業の取り組みについては、概ね計画通りに推移
している。

　コスト意識を考えつつ、義務教育児童生徒を育てる環境
の変化をいかに掴み費用対効果を上げて行くのか。

　優先順位の考え方は、児童生徒の安全安心を教育環境の最優先と考
え、校舎等の耐震化工事を始め、安全を重視した事業の展開を進め
る。

　耐震化工事を除いては、概ね計画通りに取り組まれた。

　学習指導要領の改訂により総授業時間が４０年ぶりに増
加するなどの教育環境の変化を踏まえて児童生徒に適する
教育の取り組みを実施する。

〃

　計画どおりの取り組みが行われた。

　新学習指導要領の全面実施にむけて、円滑な実施のために、趣旨や内容の周知を行い、また、条件整備などの取り組みを実施する。優先順位の考え方は、児童生徒の安心安全を教育環境の最優先と
考え、校舎等の耐震化工事を引き続き進める。また、学校教育の更なる充実を図るため、学校規模等の適正化についての検証に着手する。

　新学習指導要領の全面実施にむけて、円滑な実施のために、趣旨や内容の周知を行い、また、条件整備などの取り組みを実施する。優先順位の考え方は、児童生徒の安心安全を教育環境の最優先と
考え、校舎等の耐震化工事を引き続き進める。また、学校教育の更なる充実を図るため、学校規模等の適正化についての検証に着手する。
　新学習指導要領の全面実施にむけて、円滑な実施のために、趣旨や内容の周知を行い、また、条件整備などの取り組みを実施する。優先順位の考え方は、児童生徒の安心安全を教育環境の最優先と
考え、平成２３年度繰越明許による校舎等の耐震化工事を前倒しして耐震化率100％とした。また、学校教育の更なる充実を図るため、学校規模等の適正化についての提言書の答申を受け、小規模校
は、小規模校同士での事業交流などのソフト面の対策の推進、大規模校は、校舎増築と同時に補助員等の加配などソフト面の対策を進める。

● 施策評価の判定基準
Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する
Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 909（人） Ａ 4 Ａ 1,187（人） Ａ 4 Ａ 2,413（人） Ａ 4 Ａ

2 12（校） Ａ 5 Ａ 12（校） Ａ 5 Ａ 12（校） Ａ 5 Ａ

3 25（人） Ａ 8 Ａ 28（人） Ａ 8 Ａ 28（人） Ａ 8 Ａ

4 16（人） Ａ 6 Ａ 20（人） Ａ 6 Ａ 21（人） Ａ 6 Ａ

5 600（人） Ａ 10 Ａ 600（人） Ａ 10 Ａ 600（人） Ａ 10 Ｂ

6 12（校） Ａ 12 Ａ 12（校） Ａ 12 Ａ 12（校） Ａ 12 Ｂ

7 4,000（人） Ａ 3 Ａ 4,000（人） Ａ 3 Ａ 4,000（人） Ａ 3 Ｂ

8 238（人） Ａ 9 Ａ 411（人） Ａ 9 Ａ 435（人） Ａ 9 Ｂ

9 306(回) Ａ 2 Ａ 306(回) Ａ 2 Ａ 306(回) Ａ 2 Ｂ

10 213(学級） Ａ 7 Ａ 132(学級） Ａ 7 Ａ 149(学級） Ａ 7 Ａ

11 69．1（％） Ａ 11 Ａ 80．0（％） Ａ 11 Ａ 85.4（％） Ａ 11 Ａ

12 26（棟） Ａ 1 Ａ 41（棟） Ａ 1 Ａ 事業完了

13

14

15

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位)

施策を構成する事務事業の評価情報

学校ＥＥＥプロジェクト事業（現職教育
研修事業）

教職員研修の参加者総人数　580（人）

学校規模の適正化事業 学校規模等を検証した学校数　１２（校）

特別支援教育支援推進事業 特別支援教育の支援員の人数　24（人）

補助教員配置事業 補助教員の配置　27（人）

学校ボランティア活動事業 学校ボランティア参加数　600（人）

学校開放施設有効利用事業 学校開放の実施校数（スポーツ開放を除く）　12（校）

子どもの安全・安心地域連携事業 豊明市学校安全ボランティア参加者　4,500（人）

就学援助事業 就学援助認定保護者数　280（人）

学校営繕事業 点検回数　306（回）

食育推進事務事業 食育推進事業を実施した学級数　202（学級）

ドライ用調理機器の導入事業 共同調理場の施設及び調理機器のドライ化率　100（％）

学校教育施設耐震化事業 校舎・屋内運動場等、義務教育施設の耐震化率　42（棟）


